
施設カルテ 基本情報

施設名 33 所管課

設置根拠

主な事業

敷地の状況

施設類型 施設種別 会計区分

所在地 地区 敷地面積 2,540.50 ㎡

土地所有者 施設配置 複合施設名

都市計画区域 用途地域 建蔽率・容積率 60% 200%

ハザードマップ 指定無し 前面道路 駐車場 28 台

アクセス

ライフラインの状況

電気 給水設備 排水設備

ガス 公衆無線LAN

建物の状況　＊別棟がある場合、代表となる建物の状況を記載しています。

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

管理運営形態 直営 利用料金制度 無し レンタブル比

主な利用者 開館時間 休館日

階数 地上 3階 床面積 2,038.72 ㎡ 供用開始年度 1996 年度

構造名 耐用年数 47 年 避難所指定

耐震基準 新基準 耐震診断 不要 耐震改修 不要

部屋構成

複合形態 単独

バリアフリー 環境対応

エレベーター × 自動ドア × 再生可能エネルギー ×

トイレ × 段差解消 × 省エネルギー化 ×

活用方針

暫定利用 貸付 売却

指定無し

３DK（27部屋）、集会室

外壁、給油器等の設備機器及び配水管の劣化が進行している。

施設の課題

× × ×

都市政策課

公営住宅法・小川町町営住宅管理条例

町営住宅

小川町駅から徒歩15分

第一種住居市街化区域

公営住宅 公営住宅 一般会計

小川

町 単独

久保田住宅

久保田住宅

小川町在住若しくは在勤の住宅に困窮する低額所得者

大塚795-3

―

鉄筋コンクリート

無しプロパン

町道5.0ｍ

有り 上水道 公共下水

―
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施設カルテ 改修・更新状況等

施設名 33 施設所管課

施設の劣化状況　 【 久保田住宅】

内部 外壁 屋根 設備 消防設備 A：概ね良好である

B：局所、部分的に劣化が見られるが、安全上、機能上問題なし

C：随所、広範囲に劣化が見られ、安全上、機能上低下の兆しが見られる

D：劣化の程度が大きく、早急に対応する必要がある

E：確認できない箇所が多い

＊点検方法は、施設管理者による自主点検（簡易）による　消防は法定の消防点検結果による

大規模改修・更新の情報等 単位：千円

実施年度 工事名 金額 内容

補助金 単位：千円

補助年度 金額

起債 単位：千円

起債年度 金額 最終償還年度

1996 172,100 2021

特記事項

町営住宅久保田団地建設事業

補助名

B B B B A

起債事業

都市政策課久保田住宅
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施設カルテ 維持管理 

施設名 33 所管課

１　町の収支　　＊町の歳入・歳出に計上するもの 単位：千円

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

２　指定管理者の収支 単位：千円

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

9,167 10,061

町の支出

対象年度（３か年分）

施設維持管理費用

その他の収入

国・県支出金

特記事項

776 772

対象年度（３か年分）

町の収支　A－B -1,057 -3,297

減価償却費 7,852 7,852

町の支出合計　B

事業運営費用　※自主事業分

都市政策課

町の収入

対象年度（３か年分）

使用料・手数料（減免後） 8,110 6,764

町の収入合計　A 8,110 6,764

※　使用料・手数料の減免額 35

施設管理人件費

539 1,438

指定管理委託料

指定管理者
の支出

対象年度（３か年分）

施設維持管理費用

事業運営費用　※自主事業以外

利用料金収入

その他の収入

指定管理者の収入合計　C

自主事業収入

久保田住宅

指定管理者の収支　C－D

人件費

指定管理者の支出合計　D

指定管理者
の収入

対象年度（３か年分）

指定管理者委託料

対象年度（３か年分）
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施設カルテ 基本情報

施設名 34 所管課

設置根拠

主な事業

敷地の状況

施設類型 施設種別 会計区分

所在地 地区 敷地面積 2,090.00 ㎡

土地所有者 施設配置 複合施設名

都市計画区域 用途地域 建蔽率・容積率 60% 200%

ハザードマップ 指定無し 前面道路 駐車場 21 台

アクセス

ライフラインの状況

電気 給水設備 排水設備

ガス 公衆無線LAN

建物の状況　＊別棟がある場合、代表となる建物の状況を記載しています。

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

管理運営形態 直営 利用料金制度 無し レンタブル比

主な利用者 開館時間 休館日

階数 地上 3階 床面積 1,701.20 ㎡ 供用開始年度 1998 年度

構造名 耐用年数 47 年 避難所指定

耐震基準 新基準 耐震診断 不要 耐震改修 不要

部屋構成

複合形態 単独

バリアフリー 環境対応

エレベーター × 自動ドア × 再生可能エネルギー ×

トイレ × 段差解消 × 省エネルギー化 ×

活用方針

暫定利用 貸付 売却

指定無し

２DK（12部屋）、３DK（９部屋）、集会室

外壁、給油器等の設備機器及び配水管の劣化が進行している。

施設の課題

× × ×

都市政策課

公営住宅法・小川町町営住宅管理条例

町営住宅

小川町駅から徒歩25分

第一種住居市街化区域

公営住宅 公営住宅 一般会計

小川

町 単独

中耕地住宅

中耕地住宅

小川町在住若しくは在勤の住宅に困窮する低額所得者

角山432-4

―

鉄筋コンクリート

無しプロパン

町道5.0ｍ

有り 上水道 浄化槽

―
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施設カルテ 改修・更新状況等

施設名 34 施設所管課

施設の劣化状況　 【 中耕地住宅】

内部 外壁 屋根 設備 消防設備 A：概ね良好である

B：局所、部分的に劣化が見られるが、安全上、機能上問題なし

C：随所、広範囲に劣化が見られ、安全上、機能上低下の兆しが見られる

D：劣化の程度が大きく、早急に対応する必要がある

E：確認できない箇所が多い

＊点検方法は、施設管理者による自主点検（簡易）による　消防は法定の消防点検結果による

大規模改修・更新の情報等 単位：千円

実施年度 工事名 金額 内容

補助金 単位：千円

補助年度 金額

起債 単位：千円

起債年度 金額 最終償還年度

1997 44,100 2022

1998 64,600 2023

特記事項

修繕予定は小川町町営住宅長寿命化計画に基づく。

町営住宅中耕地団地建設事業

町営住宅中耕地団地建設事業

補助名

B B B B A

起債事業

都市政策課中耕地住宅
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施設カルテ 維持管理 

施設名 34 所管課

１　町の収支　　＊町の歳入・歳出に計上するもの 単位：千円

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

２　指定管理者の収支 単位：千円

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

8,501 8,153

町の支出

対象年度（３か年分）

施設維持管理費用

その他の収入

国・県支出金

特記事項

776 772

対象年度（３か年分）

町の収支　A－B -3,434 -2,796

減価償却費 6,671 6,671

町の支出合計　B

事業運営費用　※自主事業分

都市政策課

町の収入

対象年度（３か年分）

使用料・手数料（減免後） 5,067 5,357

町の収入合計　A 5,067 5,357

※　使用料・手数料の減免額

施設管理人件費

1,054 710

指定管理委託料

指定管理者
の支出

対象年度（３か年分）

施設維持管理費用

事業運営費用　※自主事業以外

利用料金収入

その他の収入

指定管理者の収入合計　C

自主事業収入

中耕地住宅

指定管理者の収支　C－D

人件費

指定管理者の支出合計　D

指定管理者
の収入

対象年度（３か年分）

指定管理者委託料

対象年度（３か年分）
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施設カルテ 基本情報

施設名 35 所管課

設置根拠

主な事業

敷地の状況

施設類型 施設種別 会計区分

所在地 地区 敷地面積 4,599.30 ㎡

土地所有者 施設配置 複合施設名

都市計画区域 用途地域 建蔽率・容積率 - -

ハザードマップ 指定無し 前面道路 駐車場 23 台

アクセス

ライフラインの状況

電気 給水設備 排水設備

ガス 公衆無線LAN

建物の状況　＊別棟がある場合、代表となる建物の状況を記載しています。

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

管理運営形態 直営 利用料金制度 無し レンタブル比

主な利用者 開館時間 休館日

階数 地上 2階 床面積 277.35 ㎡ 供用開始年度 1975 年度

構造名 耐用年数 47 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 不要 耐震改修 不要

部屋構成

複合形態 単独

バリアフリー 環境対応

エレベーター × 自動ドア × 再生可能エネルギー ×

トイレ × 段差解消 × 省エネルギー化 ×

活用方針

暫定利用 貸付 売却

指定無し

２DK（４部屋）

既に公営住宅法上の耐用年数を超過しており、老朽化が進んでいる。入居者の退去があった場合、修繕及び新規の募集は実施しな
い。戸建てタイプの場合は原則として解体を行う。市街化調整区域に位置しているため、跡地利用の可能性は限定的である。

施設の課題

△ △ △

都市政策課

公営住宅法・小川町町営住宅管理条例

町営住宅

路線バス小川西農協バス停より徒歩10分

無指定調整区域

公営住宅 公営住宅 一般会計

大河

町 単独

八幡台住宅

簡耐２２～２６号

小川町在住若しくは在勤の住宅に困窮する低額所得者

増尾211

―

プレキャストコンクリート

無しプロパン

町道4.4ｍ

有り 上水道 汲み取り

―
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施設カルテ 建物（棟）情報

施設名 35 施設所管課

棟番号１

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号２

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号３

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号４

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号５

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号６

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号７

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

木造５号

木造３号

指定無し

木造７号

木造１１号

木造９号

都市政策課

指定無し

指定無し

木造２号

指定無し

指定無し

指定無し

指定無し

木造６号

八幡台住宅
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施設カルテ 建物（棟）情報

施設名 35 施設所管課 都市政策課八幡台住宅

棟番号８

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号９

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号１０

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号１１

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号１２

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号１３

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号１４

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

木造１５号

木造１４号

木造１３号

木造２０号

木造１７号

指定無し

指定無し

指定無し

指定無し

指定無し

木造１９号

木造１８号

指定無し

指定無し
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施設カルテ 建物（棟）情報

施設名 35 施設所管課 都市政策課八幡台住宅

棟番号１５

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.47 ㎡ 供用開始年度 1964 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号１６

建物（棟）名称 財産区分 建物所有者

階数 床面積 ㎡ 供用開始年度 年度

構造名 耐用年数 年 避難所指定

耐震基準 耐震診断 耐震改修

備考

棟番号１７

建物（棟）名称 財産区分 建物所有者

階数 床面積 ㎡ 供用開始年度 年度

構造名 耐用年数 年 避難所指定

耐震基準 耐震診断 耐震改修

備考

棟番号１８

建物（棟）名称 財産区分 建物所有者

階数 床面積 ㎡ 供用開始年度 年度

構造名 耐用年数 年 避難所指定

耐震基準 耐震診断 耐震改修

備考

木造２１号

指定無し
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施設カルテ 改修・更新状況等

施設名 35 施設所管課

施設の劣化状況　 【 簡耐２２～２６号】

内部 外壁 屋根 設備 消防設備 A：概ね良好である

B：局所、部分的に劣化が見られるが、安全上、機能上問題なし

C：随所、広範囲に劣化が見られ、安全上、機能上低下の兆しが見られる

D：劣化の程度が大きく、早急に対応する必要がある

E：確認できない箇所が多い

＊点検方法は、施設管理者による自主点検（簡易）による　消防は法定の消防点検結果による

大規模改修・更新の情報等 単位：千円

実施年度 工事名 金額 内容

補助金 単位：千円

補助年度 金額

起債 単位：千円

起債年度 金額 最終償還年度

特記事項

修繕予定は小川町町営住宅長寿命化計画に基づく。

補助名

C C C C ―

起債事業

都市政策課八幡台住宅
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施設カルテ 維持管理 

施設名 35 所管課

１　町の収支　　＊町の歳入・歳出に計上するもの 単位：千円

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

２　指定管理者の収支 単位：千円

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

1,931 1,983

町の支出

対象年度（３か年分）

施設維持管理費用

その他の収入 51

国・県支出金

特記事項

67

776 772

対象年度（３か年分）

町の収支　A－B -745 -856

減価償却費 976 976

町の支出合計　B

事業運営費用　※自主事業分

都市政策課

町の収入

対象年度（３か年分）

使用料・手数料（減免後） 1,135 1,060

町の収入合計　A 1,186 1,127

※　使用料・手数料の減免額

施設管理人件費

179 235

指定管理委託料

指定管理者
の支出

対象年度（３か年分）

施設維持管理費用

事業運営費用　※自主事業以外

利用料金収入

その他の収入

指定管理者の収入合計　C

自主事業収入

八幡台住宅

指定管理者の収支　C－D

人件費

指定管理者の支出合計　D

指定管理者
の収入

対象年度（３か年分）

指定管理者委託料

対象年度（３か年分）
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施設カルテ 基本情報

施設名 36 所管課

設置根拠

主な事業

敷地の状況

施設類型 施設種別 会計区分

所在地 地区 敷地面積 936.84 ㎡

土地所有者 施設配置 複合施設名

都市計画区域 用途地域 建蔽率・容積率 60% 100%

ハザードマップ 指定無し 前面道路 駐車場 14 台

アクセス

ライフラインの状況

電気 給水設備 排水設備

ガス 公衆無線LAN

建物の状況　＊別棟がある場合、代表となる建物の状況を記載しています。

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

管理運営形態 直営 利用料金制度 無し レンタブル比

主な利用者 開館時間 休館日

階数 地上 2階 床面積 682.47 ㎡ 供用開始年度 2001 年度

構造名 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 新基準 耐震診断 不要 耐震改修 不要

部屋構成

複合形態 単独

バリアフリー 環境対応

エレベーター △ 自動ドア ― 再生可能エネルギー △

トイレ △ 段差解消 △ 省エネルギー化 ×

活用方針

暫定利用 貸付 売却

指定無し

２DK（４部屋）、３DK（４部屋）

外壁、給油器等の設備機器及び配水管の劣化が進行している。

施設の課題

× × ×

都市政策課

公営住宅法・小川町町営住宅管理条例

町営住宅

小川町駅より徒歩15分

第一種中高層住居専用市街化区域

公営住宅 公営住宅 一般会計

小川

町 単独

八幡東住宅

八幡東住宅

小川町在住若しくは在勤の住宅に困窮する低額所得者

角山273

―

木造

無し―

町道5.5ｍ、町道6ｍ

有り 上水道 公共下水

―
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施設カルテ 改修・更新状況等

施設名 36 施設所管課

施設の劣化状況　 【 八幡東住宅】

内部 外壁 屋根 設備 消防設備 A：概ね良好である

B：局所、部分的に劣化が見られるが、安全上、機能上問題なし

C：随所、広範囲に劣化が見られ、安全上、機能上低下の兆しが見られる

D：劣化の程度が大きく、早急に対応する必要がある

E：確認できない箇所が多い

＊点検方法は、施設管理者による自主点検（簡易）による　消防は法定の消防点検結果による

大規模改修・更新の情報等 単位：千円

実施年度 工事名 金額 内容

補助金 単位：千円

補助年度 金額

2001以前 47,700

起債 単位：千円

起債年度 金額 最終償還年度

2001 47,700 2021

特記事項

修繕予定は小川町町営住宅長寿命化計画に基づく。

町営住宅八幡東住宅建設事業

町営住宅八幡東住宅建設事業

補助名

A C B B A

起債事業

都市政策課八幡東住宅
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施設カルテ 維持管理 

施設名 36 所管課

１　町の収支　　＊町の歳入・歳出に計上するもの 単位：千円

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

２　指定管理者の収支 単位：千円

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

6,733 7,540

町の支出

対象年度（３か年分）

施設維持管理費用

その他の収入 218

国・県支出金

特記事項

155

776 772

対象年度（３か年分）

町の収支　A－B -4,459 -5,532

減価償却費 5,713 5,713

町の支出合計　B

事業運営費用　※自主事業分

都市政策課

町の収入

対象年度（３か年分）

使用料・手数料（減免後） 2,056 1,853

町の収入合計　A 2,274 2,008

※　使用料・手数料の減免額

施設管理人件費

243 1,055

指定管理委託料

指定管理者
の支出

対象年度（３か年分）

施設維持管理費用

事業運営費用　※自主事業以外

利用料金収入

その他の収入

指定管理者の収入合計　C

自主事業収入

八幡東住宅

指定管理者の収支　C－D

人件費

指定管理者の支出合計　D

指定管理者
の収入

対象年度（３か年分）

指定管理者委託料

対象年度（３か年分）
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施設カルテ 基本情報

施設名 38 所管課

設置根拠

主な事業

敷地の状況

施設類型 施設種別 会計区分

所在地 地区 敷地面積 3,227.50 ㎡

土地所有者 施設配置 複合施設名

都市計画区域 用途地域 建蔽率・容積率 - -

ハザードマップ 指定無し 前面道路 駐車場 24 台

アクセス

ライフラインの状況

電気 給水設備 排水設備

ガス 公衆無線LAN

建物の状況　＊別棟がある場合、代表となる建物の状況を記載しています。

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

管理運営形態 直営 利用料金制度 無し レンタブル比

主な利用者 開館時間 休館日

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1966 年度

構造名 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

部屋構成

複合形態 単独

バリアフリー 環境対応

エレベーター × 自動ドア × 再生可能エネルギー ×

トイレ × 段差解消 × 省エネルギー化 ×

活用方針

暫定利用 貸付 売却

指定無し

２K

既に公営住宅法上の耐用年数を超過しており、老朽化が進んでいる。入居者の退去があった場合、修繕及び新規の募集は実施しな
い。戸建てタイプの場合は原則として解体を行う。市街化調整区域に位置しているため、跡地利用の可能性は限定的である。

施設の課題

△ △ △

都市政策課

公営住宅法・小川町町営住宅管理条例

町営住宅

路線バス腰二会館前より徒歩3分

無指定調整区域

公営住宅 公営住宅 一般会計

大河

町 単独

南住宅

３号

小川町在住若しくは在勤の住宅に困窮する低額所得者

腰越553

―

木造

無しプロパン

町道4ｍ、4ｍ

有り 上水道 汲み取り

―
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施設カルテ 建物（棟）情報

施設名 38 施設所管課

棟番号１

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1966 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号２

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1966 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号３

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1966 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号４

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1966 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号５

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1966 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号６

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1966 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号７

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1966 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

７号

６号

指定無し

９号

１１号

１０号

都市政策課

指定無し

指定無し

５号

指定無し

指定無し

指定無し

指定無し

８号

南住宅
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施設カルテ 建物（棟）情報

施設名 38 施設所管課 都市政策課南住宅

棟番号８

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1966 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号９

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1966 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号１０

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1966 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号１１

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1971 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号１２

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1971 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号１３

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1971 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号１４

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1971 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

１６号

１４号

１３号

２２号

１７号

指定無し

指定無し

指定無し

指定無し

指定無し

２１号

１９号

指定無し

指定無し
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施設カルテ 建物（棟）情報

施設名 38 施設所管課 都市政策課南住宅

棟番号１５

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1971 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号１６

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1971 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号１７

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 1階 床面積 31.44 ㎡ 供用開始年度 1971 年度

構造名 木造 耐用年数 22 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 未実施 耐震改修 未実施

備考

棟番号１８

建物（棟）名称 財産区分 建物所有者

階数 床面積 ㎡ 供用開始年度 年度

構造名 耐用年数 年 避難所指定

耐震基準 耐震診断 耐震改修

備考

棟番号１９

建物（棟）名称 財産区分 建物所有者

階数 床面積 ㎡ 供用開始年度 年度

構造名 耐用年数 年 避難所指定

耐震基準 耐震診断 耐震改修

備考

棟番号２０

建物（棟）名称 財産区分 建物所有者

階数 床面積 ㎡ 供用開始年度 年度

構造名 耐用年数 年 避難所指定

耐震基準 耐震診断 耐震改修

２３号

指定無し

指定無し

指定無し

２５号

２４号
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施設カルテ 改修・更新状況等

施設名 38 施設所管課

施設の劣化状況　 【 ３号】

内部 外壁 屋根 設備 消防設備 A：概ね良好である

B：局所、部分的に劣化が見られるが、安全上、機能上問題なし

C：随所、広範囲に劣化が見られ、安全上、機能上低下の兆しが見られる

D：劣化の程度が大きく、早急に対応する必要がある

E：確認できない箇所が多い

＊点検方法は、施設管理者による自主点検（簡易）による　消防は法定の消防点検結果による

大規模改修・更新の情報等 単位：千円

実施年度 工事名 金額 内容

補助金 単位：千円

補助年度 金額

起債 単位：千円

起債年度 金額 最終償還年度

特記事項

修繕予定は小川町町営住宅長寿命化計画に基づく。

補助名

C C C C ―

起債事業

都市政策課南住宅
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施設カルテ 維持管理 

施設名 38 所管課

１　町の収支　　＊町の歳入・歳出に計上するもの 単位：千円

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

２　指定管理者の収支 単位：千円

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

936 963

町の支出

対象年度（３か年分）

施設維持管理費用

その他の収入 87

国・県支出金

特記事項

94

776 772

対象年度（３か年分）

町の収支　A－B 102 95

減価償却費

町の支出合計　B

事業運営費用　※自主事業分

都市政策課

町の収入

対象年度（３か年分）

使用料・手数料（減免後） 952 963

町の収入合計　A 1,039 1,057

※　使用料・手数料の減免額

施設管理人件費

160 191

指定管理委託料

指定管理者
の支出

対象年度（３か年分）

施設維持管理費用

事業運営費用　※自主事業以外

利用料金収入

その他の収入

指定管理者の収入合計　C

自主事業収入

南住宅

指定管理者の収支　C－D

人件費

指定管理者の支出合計　D

指定管理者
の収入

対象年度（３か年分）

指定管理者委託料

対象年度（３か年分）
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施設カルテ 基本情報

施設名 39 所管課

設置根拠

主な事業

敷地の状況

施設類型 施設種別 会計区分

所在地 地区 敷地面積 750.40 ㎡

土地所有者 施設配置 複合施設名

都市計画区域 用途地域 建蔽率・容積率 - -

ハザードマップ 指定無し 前面道路 駐車場 10 台

アクセス

ライフラインの状況

電気 給水設備 排水設備

ガス 公衆無線LAN

建物の状況　＊別棟がある場合、代表となる建物の状況を記載しています。

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

管理運営形態 直営 利用料金制度 無し レンタブル比

主な利用者 開館時間 休館日

階数 地上 2階 床面積 254.40 ㎡ 供用開始年度 1975 年度

構造名 耐用年数 47 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 不要 耐震改修 不要

部屋構成

複合形態 単独

バリアフリー 環境対応

エレベーター × 自動ドア × 再生可能エネルギー ×

トイレ × 段差解消 × 省エネルギー化 ×

活用方針

暫定利用 貸付 売却

指定無し

２DK（5部屋）

既に公営住宅法上の耐用年数を超過しており、老朽化が進んでいる。入居者の退去があった場合、修繕及び新規の募集は実施しな
い。戸建てタイプの場合は原則として解体を行う。市街化調整区域に位置しているため、跡地利用の可能性は限定的である。

施設の課題

△ △ △

都市政策課

公営住宅法・小川町町営住宅管理条例

町営住宅

八高線竹沢駅より徒歩30分

無指定調整区域

公営住宅 公営住宅 一般会計

竹沢

町 単独

木部住宅

一般向け

小川町在住若しくは在勤の住宅に困窮する低額所得者

木部282-3

―

プレキャストコンクリート

無しプロパン

町道5.2ｍ、5.2ｍ

有り 上水道 汲み取り

―
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施設カルテ 建物（棟）情報

施設名 39 施設所管課

棟番号１

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

階数 地上 2階 床面積 254.40 ㎡ 供用開始年度 1975 年度

構造名 プレキャストコンクリート 耐用年数 47 年 避難所指定

耐震基準 旧基準 耐震診断 不要 耐震改修 不要

備考

都市政策課

母子世帯向け

指定無し

木部住宅
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施設カルテ 改修・更新状況等

施設名 39 施設所管課

施設の劣化状況　 【 一般向け】

内部 外壁 屋根 設備 消防設備 A：概ね良好である

B：局所、部分的に劣化が見られるが、安全上、機能上問題なし

C：随所、広範囲に劣化が見られ、安全上、機能上低下の兆しが見られる

D：劣化の程度が大きく、早急に対応する必要がある

E：確認できない箇所が多い

＊点検方法は、施設管理者による自主点検（簡易）による　消防は法定の消防点検結果による

大規模改修・更新の情報等 単位：千円

実施年度 工事名 金額 内容

補助金 単位：千円

補助年度 金額

起債 単位：千円

起債年度 金額 最終償還年度

特記事項

修繕予定は小川町町営住宅長寿命化計画に基づく。

補助名

C B B C ―

起債事業

都市政策課木部住宅
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施設カルテ 維持管理 

施設名 39 所管課

１　町の収支　　＊町の歳入・歳出に計上するもの 単位：千円

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

２　指定管理者の収支 単位：千円

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2,646 2,613

町の支出

対象年度（３か年分）

施設維持管理費用

その他の収入

国・県支出金

特記事項

776 772

対象年度（３か年分）

町の収支　A－B -1,719 -1,706

減価償却費 1,791 1,791

町の支出合計　B

事業運営費用　※自主事業分

都市政策課

町の収入

対象年度（３か年分）

使用料・手数料（減免後） 928 907

町の収入合計　A 928 907

※　使用料・手数料の減免額

施設管理人件費

79 50

指定管理委託料

指定管理者
の支出

対象年度（３か年分）

施設維持管理費用

事業運営費用　※自主事業以外

利用料金収入

その他の収入

指定管理者の収入合計　C

自主事業収入

木部住宅

指定管理者の収支　C－D

人件費

指定管理者の支出合計　D

指定管理者
の収入

対象年度（３か年分）

指定管理者委託料

対象年度（３か年分）
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施設カルテ 基本情報

施設名 40 所管課

設置根拠

主な事業

敷地の状況

施設類型 施設種別 会計区分

所在地 地区 敷地面積 1,538.78 ㎡

土地所有者 施設配置 複合施設名

都市計画区域 用途地域 建蔽率・容積率 60% 200%

ハザードマップ 指定無し 前面道路 駐車場 21 台

アクセス

ライフラインの状況

電気 給水設備 排水設備

ガス 公衆無線LAN

建物の状況　＊別棟がある場合、代表となる建物の状況を記載しています。

建物（棟）名称 財産区分 行政 建物所有者 町

管理運営形態 直営 利用料金制度 無し レンタブル比

主な利用者 開館時間 休館日

階数 地上 3階 床面積 1,338.98 ㎡ 供用開始年度 1995 年度

構造名 耐用年数 47 年 避難所指定

耐震基準 新基準 耐震診断 不要 耐震改修 不要

部屋構成

複合形態 単独

バリアフリー 環境対応

エレベーター × 自動ドア × 再生可能エネルギー ×

トイレ × 段差解消 × 省エネルギー化 ×

活用方針

暫定利用 貸付 売却

指定無し

３DK（１８部屋）

外壁、天井、給油器等の設備機器及び配水管の劣化が進行している。

施設の課題

× × ×

都市政策課

公営住宅法・小川町町営住宅管理条例

町営住宅

小川町駅より徒歩20分

準工業市街化区域

公営住宅 公営住宅 一般会計

大河

町 単独

南里住宅

南里住宅

小川町在住若しくは在勤の住宅に困窮する低額所得者

増尾458-1

―

鉄筋コンクリート

無しプロパン

町道6ｍ

有り 上水道 公共下水

―
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施設カルテ 改修・更新状況等

施設名 40 施設所管課

施設の劣化状況　 【 南里住宅】

内部 外壁 屋根 設備 消防設備 A：概ね良好である

B：局所、部分的に劣化が見られるが、安全上、機能上問題なし

C：随所、広範囲に劣化が見られ、安全上、機能上低下の兆しが見られる

D：劣化の程度が大きく、早急に対応する必要がある

E：確認できない箇所が多い

＊点検方法は、施設管理者による自主点検（簡易）による　消防は法定の消防点検結果による

大規模改修・更新の情報等 単位：千円

実施年度 工事名 金額 内容

補助金 単位：千円

補助年度 金額

起債 単位：千円

起債年度 金額 最終償還年度

1995 29,000 2020

特記事項

修繕予定は小川町町営住宅長寿命化計画に基づく。

町営住宅南里団地建設事業

補助名

B B C B A

起債事業

都市政策課南里住宅
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施設カルテ 維持管理 

施設名 40 所管課

１　町の収支　　＊町の歳入・歳出に計上するもの 単位：千円

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

２　指定管理者の収支 単位：千円

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

2018 年度 2019 年度 2020 年度

6,736 6,724

町の支出

対象年度（３か年分）

施設維持管理費用

その他の収入 60

国・県支出金

特記事項

60

776 772

対象年度（３か年分）

町の収支　A－B -1,329 -787

減価償却費 5,254 5,254

町の支出合計　B

事業運営費用　※自主事業分

都市政策課

町の収入

対象年度（３か年分）

使用料・手数料（減免後） 5,347 5,877

町の収入合計　A 5,407 5,937

※　使用料・手数料の減免額 97

施設管理人件費

705 698

指定管理委託料

指定管理者
の支出

対象年度（３か年分）

施設維持管理費用

事業運営費用　※自主事業以外

利用料金収入

その他の収入

指定管理者の収入合計　C

自主事業収入

南里住宅

指定管理者の収支　C－D

人件費

指定管理者の支出合計　D

指定管理者
の収入

対象年度（３か年分）

指定管理者委託料

対象年度（３か年分）
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